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1. 概要 
産業技術総合研究所地質調査総合センターでは、微小地震の発震機構解に基づいて、日本

全国の地殻応力場を推定し、応力マップを整備してきた（今西, 2014; 今西ほか 2019, 2021）。近

年、P 波初動極性の読み取りに深層学習を活用し、膨大な微小地震の発震機構解を求める手法

を開発した（Uchide, 2020）。この手法により、日本列島内陸部及び沿岸海域の 20km 以浅の微小

地震の発震機構解を求め、地殻応力場を推定した（Uchide et al., 2022）。本資料には、Uchide et 

al. (2022)で推定した地殻応力場（図１）と発震機構解（図２）とのデータを収録している。詳細は

Uchide et al. (2022)を参照されたい。 

2. 本資料に含まれるデータ 

2.1. 0.2 度メッシュ応力マップデータ 
0.2 度メッシュ応力マップデータは、data/stress_0.2deg_Japan_Uchide2022.txt に収録

されている。これは、Uchide et al. (2022)で行った応力インバージョンによって得られた応力分布の

データである。品質確保のため、 大水平主圧縮応力（SHmax）の方位の円周標準偏差（CSD）が

15 度以下になったメッシュの応力情報のみを収録した。 

（2023 年 8 月追記）応力データを得るために実施した応力インバージョンでは、応力方位と応力

比を拘束することはできているが、応力の絶対値を求めることができないことに注意を要する。等方

成分は推定できないため、0 となるようにしている。 

データの書式は以下の通りである： 

 第 1 列： 経度 [度] 

 第 2 列： 緯度 [度] 

 第 3 列： 常に 0.0 

 第 4 列： 常に 0.0 

 第 5 列： 大水平主圧縮応力（SHmax）の規格化された相対的な大きさ 

 （2023 年 8 月追記）「規格化された大きさ」は誤解を招く可能性があるので、「相対的な大

きさ」に置き換えた。この値は応力の絶対値を示すものではないことに注意されたい。 
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 第 6 列： 大水平主圧縮応力（SHmax）の大きさの標準偏差 

 第 7 列： 大水平主圧縮応力（SHmax）の方位 [度] 

 （2023 年 8 月追記）「方位」は、北を 0 度として、時計回りに測った角度を示す。例えば、

東は 90 度となる。第 11 列、第 14 列、第 17 列、第 20 列においても同様である。 

 第 8 列： 大水平主圧縮応力（SHmax）の方位の円周標準偏差（CSD) [度] 

 第 9 列： 小水平主圧縮応力（SHmin）の規格化された相対的な大きさ 

 （2023 年 8 月追記）第 5 列同様、「相対的な大きさ」に置き換えた。 

 第 10 列： 小水平主圧縮応力（SHmin）の大きさの標準偏差 

 第 11 列： 小水平主圧縮応力（SHmin）の方位 [度] 

 第 12 列： 小水平主圧縮応力（SHmin）の方位の円周標準偏差（CSD) [度] 

 第 13 列： 大主圧縮応力（σ1）の規格化された相対的な大きさ 

 （2023 年 8 月追記）第 5 列同様、「相対的な大きさ」に置き換えた。 

 第 14 列： 大主圧縮応力（σ1）軸の方位 [度] 

 第 15 列： 大主圧縮応力（σ1）軸の傾き [度] 

 （2023 年 8 月追記）「傾き」は、水平を 0 度として、傾き下がる方向に測った角度を示す。

例えば、鉛直下方は 90 度となる。第 18 列、第 21 列においても同様である。 

 第 16 列： 中間主圧縮応力（σ2）の規格化された相対的な大きさ 

 （2023 年 8 月追記）第 5 列同様、「相対的な大きさ」に置き換えた。 

 第 17 列： 中間主圧縮応力（σ2）軸の方位 [度] 

 第 18 列： 中間主圧縮応力（σ2）軸の傾き [度] 

 第 19 列： 小主圧縮応力（σ3）の規格化された相対的な大きさ 

 （2023 年 8 月追記）第 5 列同様、「相対的な大きさ」に置き換えた。 

 第 20 列： 小主圧縮応力（σ3）軸の方位 [度] 

 第 21 列： 小主圧縮応力（σ3）軸の傾き [度] 

 第 22 列： σee 

 第 23 列： σen 

 第 24 列： σeu 

 第 25 列： σnn 

 第 26 列： σnu 

 第 27 列： σuu 

 第 28 列： 応力比 (σ2 – σ3) / (σ1 – σ3) 

 第 29 列： 応力比の標準偏差 

 第 30 列： 𝐴   

 Simpson (1997)に定義されている応力場分類の指標で、0～1 が正断層場、1～2 が横ず

れ場、2～3 が逆断層場とされている。 

 第 31 列： 𝐴 の標準偏差 
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 第 32 列： 当該メッシュの解析に使用した地震の個数 

2.2. 発震機構解データ 
発震機構解データは、data/meca_Japan_Uchide2022.txt に収録されている。これは、

Uchide et al. (2022)で行った発震機構解推定の結果をまとめたデータである。発震機構解の推定

には HASH プログラム（Hardebeck and Shearer, 2002）を使用した。品質確保のため、HASH プログ

ラムにおける評価が A ランク・B ランク・C ランクのものを収録し、D ランクのものや P 波初動極性デ

ータ不足により発震機構解が求まらなかった地震は収録しなかった。 

データの書式は以下の通りである： 

 第 1 列： 経度 [度] 

 第 2 列： 緯度 [度] 

 第 3 列： 深さ [km] 

 第 4 列： 走向 [度] 

 第 5 列： 傾斜 [度] 

 第 6 列： すべり角 [度] 

 第 7 列： 気象庁マグニチュード 

 第 8 列： 常に 0 

 第 9 列： 常に 0 

 第 8 列と第 9 列は、Generic Mapping Tools (GMT) (Wessel and Smith, 1991; Wessel et al., 

2013, 2019)の psmeca モジュールの-Sa オプションで発震機構解を描画する際の便宜の

ために追加している。 

 第 10 列： 発震機構解のランク 

 第 11 列： 解析に使用した P 波初動極性データの個数 

 第 12 列： fptype 

 Shearer et al. (2006)によって定義された断層タイプ分類の指標で、–1 が正断層、0 が横

ずれ断層、1 が逆断層になるものである。 

 第 13 列： 発震日時（日本時間＝UTC+9） 

2.3. 修正履歴ファイル 
(2023 年 8 月追記) 0.2 度メッシュ応力マップデータの各主圧縮応力軸の方位（第 14 列、第 17

列、第 20 列）の計算方法に問題があったため、2023 年 8 月に同データを修正した。正誤表は以

下のファイルに収録されている。 

 大主圧縮軸(σ1)の方位（第 14 列）：  

correction/Column14_trend1_correction.csv 

 中間主圧縮軸(σ2)の方位（第 17 列）：  

correction/Column17_trend2_correction.csv 
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 小主圧縮軸(σ3)の方位（第 20 列）：  

correction/Column20_trend3_correction.csv 

これら 3 つのファイルは、以下に示す同一の書式で書かれている： 

 第 1 列： 行番号 

 0.2 度メッシュ応力マップデータファイルにおける修正箇所の行番号を示す。第 1 行はヘ

ッダであるので、データは第 2 行から始まることに注意。 

 第 2 列： 緯度 

 第 3 列： 経度 

 第 4 列： 修正前の主圧縮軸の方位 

 第 5 列： 修正後の主圧縮軸の方位 

3. 免責 
本アーカイブを使用することによって生じるいかなる損害も、国立研究開発法人産業技術総合

研究所はその責を負わない。 

4. 引用例 
内出崇彦・椎名高裕・今西和俊 (2022) 日本全国内陸部の地殻内応力マップと微小地震の発震

機構解のデジタルデータ, 地質調査総合センター研究資料集, no. 738, 産業技術総合研究

所地質調査総合センター, 7p. 

5. 修正・訂正履歴 

5.1. 2023 年 8 月 
 0.2 度メッシュ応力マップデータの各主圧縮応力軸の方位（第 14 列、第 17 列、第 20 列）

の一部に誤りがあったため、同データを差し替え、正誤表ファイルを追加した。 

 0.2 度メッシュ応力マップデータについて、説明を補足した。 
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図１ 0.2 度メッシュの応力マップ（水平主圧縮軸方位（棒の向き）と応力タイプ（色）） 
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図２ 発震機構解データ 

 


